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１　就園状況

⑴　就園児数 （平成27.5.1現在）
区　分 園　数 ３歳児 ４歳児 ５歳児 備　　　考

国 立 1 32 61 63
市 立 29 225 725
私 立 20 986 1,165 1,209

計 50 1,018 1,451 1,997

⑵　就園率（５歳児のみ） （平成27.5.1現在）
幼　　　　　稚　　　　　園 認可保育所・認定こども園 未就園

国公立　17.2％ 私立　26.4％ 45.9％ 10.5％

２　就園奨励費及び私立学校補助金

⑴　就園奨励費（国庫補助対象分）

年
度 園種別

奨　励　費 対象人員
総額（千円） 内訳（千円） （人）

25

公　立
（４・５歳児）

3,304
国費 929

118
市費 2,375

私　立
（３.４・５歳児）

443,844
国費 107,125

3,979
市費 336,719

26

公　立
（４・５歳児）

20,151
国費 4,995

534
市費 15,156

私　立
（３.４・５歳児）

606,447
国費 149,904

4,550
市費 456,543

⑵　就園奨励費（国庫補助対象外）
年
度

入園児補助金 対象人員
　　（人）総額（千円） 内訳（千円)

25 59,613 公立 5,865 170
私立 53,748 1,462

26 46,766 公立 4,020 137
私立 42,756 1,154

⑶　私立学校補助金（幼稚園分）

年
度 総額 算定区分 配　分　率 金額

25 千円
16,109

生徒数割 　6　
10

１年保育 　7　
10 6,766

その他 　3　
10 2,900

均等割 　4　
10 6,443

26 千円
16,109

生徒数割 　6　
10

１年保育 　7　
10 6,766

その他 　3　
10 2,900

均等割 　4　
10 6,443
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３　幼稚園教育の振興と充実

４　研修・研究活動

　平成21年度に策定した ｢大分市幼児教育振興計画｣
に基づき、家庭、地域社会、幼稚園が一体となって、
豊かな教育環境の創造に向けた取組を一層推進する。
　なお、今年度は、平成26年度末に策定した『「大分
市幼児教育振興計画」の当面の実施方針』に沿って、
幼児教育の振興と充実に取り組む。

⑴　幼稚園教育の充実
　　幼児期の教育は､ 幼児の生活が家庭を基盤とし

て、地域社会、幼稚園等に広がりをもつ中で、生涯
にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、
その後の小学校教育へとつながるものでもある。そ
こで、「大分市幼保小連携推進協議会」における協
議を踏まえ、３年目となる「幼保小連携に関する研
究推進事業」の取組の充実を図るとともに、昨年度
全小学校区に設置した校区幼保小連携推進協議会を
活用することにより、幼児期の教育と小学校教育の
間のより円滑な接続を目指す。

　　また、幼稚園施設の開放、子育て相談の実施な
ど、家庭を支援する事業の実施を図り、幼稚園が地
域における幼児教育のセンター的な役割を担うとと
もに、近年の女性の社会進出の拡大などを背景とし
た、保護者の生活状況の変化に対応するため、私立
幼稚園子育て支援保育利用者補助事業等に取り組
む。

⑵　市立幼稚園の適正配置
　　市立幼稚園の適正配置は、子ども・子育て支援新

制度初年度となる平成27年度の市立幼稚園の園児数
の推移、私立幼稚園や保育所の認定子ども園への移
行状況、保育所待機児童数の状況等を見極めながら
大分市全体として総合的に検討を行う。

⑶　２年制保育
　　２年制保育については、発達や学びの連続性を確

保し、幼児一人一人の育ちを見通した、継続的、計
画的な指導が可能となるなど、教育的見地から重要
な意義を有しており、保護者ニーズも高いことか
ら、今後とも、統廃合園数の範囲内で２年制保育の
拡大に努める。

⑷　幼稚園と保育所の一体化の推進
　　幼稚園と保育所については、既存の枠組みを超え

た新たな仕組みが求められており、平成23年４月に
開設した、大分市立野津原幼稚園と大分市野津原保
育所の連携施設である「のつはるこども園」の連携

⑴　幼稚園教育課程の編成
　　平成21年４月から実施された幼稚園教育要領のね

らいのもと、子どもや社会の変化に対応した幼稚園
教育のさらなる充実を図っていく必要がある。

　　そこで、各園の創意工夫を生かした、教育課程の
編成及び小学校との円滑な接続や家庭との連携等を
踏まえた保育の充実に努める。

⑵　大分市幼稚園教育研究会
　①　研究主題
　　　互いに響き合いながら、協同的な関係を創り出

す子どもを育てるための環境の構成や援助のあり
方

　②　大分市幼稚園教育研究会の組織

の取組の成果や課題を踏まえ、子ども・子育て支援
新制度における幼保連携施設のあり方について検討
する。

⑸　私立幼稚園保育料の保護者負担の軽減
　　私立幼稚園、認定こども園が本市の学校教育にお

いて果たす役割の重要性に鑑み、施設型給付を受け
ない私立幼稚園への就園奨励と保育料の保護者負担
の軽減を目的として、私立幼稚園就園奨励費補助に
ついて、国の充実施策に沿った取組の推進に努め
る。
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